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お問い合せは「ビジネス会計人クラブ・事務局」へお願いいたします。

Ｂ.Ａ.Ｃ『企業再生･整理･再起』支援チーム http://kigyo-saisei.seesaa.net/
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中小企業経営者が会計事務所に望むこと

司法書士法人H&Wトラスト 代表社員司法書士 原内直哉

仕入れなどない継続的収入で運転資金が賄える中小企業は数えるばかりで,大半が仕入れし、機械や人の手
を施し商品等として売り出し運転資金を賄っています。
一時期は大きな収益をもたらした商品も時代の流れにより売り上げも利益率も下がり運転資金も賄えなくなっ

てしまう。そんなとき中小企業経営者は,会計事務所に何を望んでいるのでしょうか？
経営危機に向かっている経営者がひらめくことはだいたい決まっています。
そのひらめきに対し,会計事務所はどう対応すればよいのか？

１．運転資金はいつまで持つのか

数ヶ月先までの固定費は予め定まっており、入金もおおよそ定まっています。
運転資金が足らなくなるときを会計事務所が把握し、高利の借り入れや無謀な手形の振り出しをしないよう

注意を喚起し,場合によって、入出金予定表など作成し、借り入れのある金融機関への返済や取引先への支払
いのリスケジュールの交渉を経営者と共に行うべきです。

２．借入金の返済はできるのか

これも上記と同じような結論となりますが、ざっくばらんに言えばリスケジュールは取引先よりも金融機関
を先行すべきです。

そうしなければ事業継続が困難になるばかりか将来の再起も困難になります。

３．他に借り入れできる金融機関があるのか

仮に借り入れができる金融機関があったとしても,主たる業から収益を見込めないならその場凌ぎの借り入
れにしかならなく、かえって倒産を早め、私的整理や法的整理を困難にするだけです。会計事務所側に借入金
融機関紹介の要望があったとしても経営状況を把握しない限り安易に紹介しないようにしましょう。

４．事業を売却することができるのか

実際のところ、継続的収入が見込めない事業の売却は極めて困難です。仮にそれが将来有望事業でも売却は
難しいものです。シナジー効果を考えると同業者や関連業者に売却するしかないように思われます。

単一会計事務所の顧問先の中もしくは会計事務所間で売却先を見つけられるよう常のネットワークを構築す
べきです。そういった意味では、ビジネス会計人クラブでご紹介いただくことがもっとも効果があるのではな
いでしょうか。

５．会社を清算することができるのか

会社経営者は、ざっと見保有財産で清算できる状況であれば何とかしようと将来性がなくても事業を継続す
るのが一般的です。公租公課の滞納など無視してどんぶり勘定で清算できると勘違いしている場合が多く見受
けられます。主たる業の売上が前期ベースで２０％を超えて下がっている状況下にあれば仮の清算表を作成し
て経営者に考える機会を与えた方がよいと思われます。

上記「１」「２」のように関係各所にリスケジュールの話をしなければならない状況になれば、ほぼ赤信号
といえるでしょう。

リスゲジュールするにしても一方で、会社の私的整理や法的整理を視野に入れ法律専門家などに相談を開始
すべきです。その際に注意すべきことは、私的整理するにせよ,法的整理をするにせよ,決算書や確定申告書が
なければどうにもならないのでそれら書類だけは最低限用意しておくことです。

顧問先の経営状況悪化で、会計事務所では、顧問料等滞納で事務をストップさせていると思われますが、い
ずれの手続を行うにもよっぽどのことがない限り、会計事務所の報酬が取れなくなることはありません。
ＢＡＣ「企業再生・整理・再生」支援チームにご相談下さればそれら事情も考慮に入れ企業再生を行います。
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